




第Ⅰ-1-2-1-7 図 我が国の中国向け一般機械・電気機器輸出金額の品目別寄与度推移（前年比）

資料：�財務省「貿易統計」から経済産業省作成。
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資料：�財務省「貿易統計」から経済産業省作成。
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第Ⅰ-1-2-1-6 図 我が国の中国向け一般機械輸出金額の品目別寄与度と半導体等製造装置の輸出伸び率の推移

備考：�点は数量の前年比伸び率を表し、表示のないものは数量のデータなし。
資料：�財務省「貿易統計」から経済産業省作成。
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-100

250

200

150

100

50

0

-50

（％）

2017201620152014201320122011201020092008 （年）

数量 金額 価格

3.0％

50.0％17.3％

47.9％

13.9％

-1.4％

第
１
章

第
Ⅰ
部

通商白書  2018 17

第２節我が国の対外貿易投資の動向





また、我が国の国・地域別輸入額の伸び率への寄与
度をみると、中東の寄与が前年比 +2.64％と最大で
あったが、他の国・地域も大幅に回復しており、その
中でも寄与が大きかった国・地域がアジア、特に
ASEAN（+4.51％）と中国（+4.34％）である（第Ⅰ- 
1-2-1-9 表）。

ASEAN、中国ともに、我が国の輸入拡大に最も寄
与した品目は電気機器であり、更に細かく電気機器の
内訳品目を見ると、双方ともに通信機の寄与が最も大
きかった。我が国の ASEAN からの品目別輸入額シェ
アを見ると、2000 年当初は半導体等電子部品のシェア
が 40％以上を占めていたものの年々低下傾向にある
のに対し、2007 年以降通信機と絶縁電線・絶縁ケー
ブルのシェアの拡大が著しい（第Ⅰ-1-2-1-12 図）。

続いて、我が国の中国からの品目別輸入額シェアを

見ると、2000 年当初は音響映像機器とその部品、工
業用機械を含む重電機器の輸入が全体の半分以上を占
めていた。しかし、2007 年以降には、通信機のシェ
ア拡大に伴って音響映像機器と重電機器のシェアは急
速に縮小していった。2017 年では、通信機の輸入額
は電気機器全体の輸入額の 42.5％、総輸入額の 12.6％
を占める（第Ⅰ-1-2-1-13 図）。

2007 年以降、中国からを中心に電気機器、特に通
信機の輸入が大幅に拡大し、2016 年に一時落ち込ん
だものの、現在もその拡大の速度は衰えていない。近
年では、我が国の半導体等電子部品の輸入額の増加基
調が一服しているため、中国と同じくアジア域内の
ASEAN からも通信機の輸入シェア拡大が目立つ。半
導体等電子部品の輸入額の伸び悩みの一因として、輸
入価格の下落が挙げられる。輸入数量は引き続き拡大

第Ⅰ-1-2-1-12 図 我が国の ASEANからの電気機器輸入額の品目別シェアと前年比伸び率寄与度の推移

資料：�財務省「貿易統計」から経済産業省作成。
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第Ⅰ-1-2-1-13 図 我が国の中国からの電気機器輸入額の品目別シェアと前年比伸び率寄与度の推移

資料：�財務省「貿易統計」から経済産業省作成。
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4. 輸出産業の発展
前述のとおり、鉱工業の中で、開国を機に外貨獲得の戦略産業として日本の産業化を軌道に乗せたの

は、生糸、茶、石炭、銅などの一次産品を中心とする輸出産業であったと言われている。日本は、近代
産業の導入に当たって機械設備や資材などを欧米諸国からの輸入に依存しなければならなかったため、
輸出産業による外貨獲得が重要な意味を持っていた。

ここでは、明治期における 4 つの主要輸出産業について簡単に紹介したい。
（1）製糸業

製糸業は、海外市場における生糸の需要拡大と価格上昇により、最大の輸出産業に発展した。1864
年の江戸糸問屋の調査によると、生糸生産量は開国前の 2 万個（1 個＝ 9 貫目）から開国後には 4 万個
に増加し、そのうち 3 万個が輸出向けだった。生糸生産量の増加とともに製糸技術も変化し、従来の手
繰・胴繰に代わって座繰製糸が普及し始めた。更に欧州における蚕病の流行や太平天国の乱による中国
糸の供給減少により、欧州市場で中国糸などアジア産の糸に比べて相対的に良質であった日本糸の需要
は増加した。しかし、生糸価格の高騰につれて「粗製濫造」による日本糸の品質低下が顕著となり、
1860 年代末までに日本糸の輸出は行き詰まった。

こうした状況に直面して、明治政府は近代国家設立のため、殖産興業政策に基づき西欧の先進技術を
導入し、高品質な生糸を大量生産できる技術を国内に広めるために富岡製糸場を設立した。同製糸場で
はフランス式製糸技術が導入され、これらの製糸器機には技術改良が加えられるとともに、全国から伝
習工女を募り、全国に技術を広める役割を果たしていた。

1876～1900 年における生糸生産高の年平均成長率は 8.8％で、輸出率は 1880～1900 年代まで平均し
て 4 割、1910 年代は 7 割を超えていた（コラム第 1-7 表）。製糸業が輸出産業として発展できた最大の
要因として、1870 年以降のアメリカにおける絹織物業の急速な発展で、ヨーロッパ市場で行き詰まっ
ていた日本糸は、アメリカ市場に販売先を転換できたことが挙げられている22。
（2）製茶業

開国に伴う海外市場での日本茶需要の増大は、国内の製茶生産を刺激し、製茶業は 1890 年代には 8
割を超える輸出率を誇る輸出産業となった（コラム第 1-8 表）。輸出先はアメリカで、中国茶と競合し
たが、1870 年代半ばでは日本茶は相対的に低価格であったために一定の市場を確保することができた。
（3）石炭業

石炭は、木材と並び国内に存在する資源で、外貨獲得の輸出産業であるだけでなく、基幹エネルギー
産業でもあった。石炭は江戸時代には製塩業に使用されたが、中国及び日本の開国と 1869 年のスエズ
運河開通による東アジア貿易の拡大に伴って、蒸気船の燃料としての需要が拡大した。石炭産出量は
1870 年代末以降西洋式採鉱技術の導入により着実に増加し、1886 年には高島炭鉱、三池炭鉱、筑豊炭

コラム第 1-6 表 地域別貿易収支 1876～1910 年（５か年累計額）

年
アジア

北米
ヨーロッパ

中南米 アフリカ 大洋州 合計
東アジア インド 小計 イギリス 他の欧州

1876～80 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 28 ▲ 59 9 1 ▲ 23

1881～85 2 ▲ 18 ▲ 9 54 ▲ 49 25 2 23

1886～90 2 ▲ 29 ▲ 29 87 ▲ 83 20 6 2

1891～95 0 ▲ 32 ▲ 54 162 ▲ 128 49 8 37

1896～1900 101 ▲ 129 ▲ 105 74 ▲ 256 ▲ 34 1 10 ▲ 310

1901～05 272 ▲ 280 ▲ 134 144 ▲ 264 ▲ 3 0 2 15 ▲ 240

1906～10 309 ▲ 286 ▲ 76 331 ▲ 383 ▲ 1 ▲ 2 3 27 ▲ 100
備考：▲はマイナス、東アジアは、中国、香港、台湾を含む。4捨五入のため不整合の箇所がある。
資料：杉山伸也（2012）P.159 表 10-7 より経済産業省作成。

22	 杉山伸也（2012）P. 224
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田で国内生産量の 62.5％を産出した。日本からの輸出炭もほぼこの三炭に限定され、1870～80 年代ま
で 3 割を超える輸出率だったが、90～1900 年代には 4 割まで輸出率が上昇した（コラム第 1-8 表）。日
本炭は、地理的に近接する上海、香港、シンガポール市場で優位となった。
（4）産銅業

日本からの銅輸出は、欧米諸国における電信・電気機器関連産業の発展に伴う銅需要の拡大を背景に
拡大し、1870～80 年代は 3 割を超える程度の輸出率だったが、その後急速に輸出率が高まり 7～8 割の
輸出率を維持した（コラム第 1-8 表）。当初は中国市場向けが多かったが、90 年代以降イギリスなど欧
州向け輸出が増加した。

コラム第 1-7 表 製糸生産量、輸出量及び輸出率推移

製糸生産量	
（1,000 貫）

輸出量	
（1,000 貫）

輸出率	
（％）

1880    533    234 43.9％

1890    922    338 36.7％

1900 1,894    741 39.1％

1910 3,174 2,347 73.9％
資料：杉山伸也（2012）表 15-1

コラム第 1-8 表 製茶・製銅・石炭の生産量、輸出量及び輸出率推移

製茶業（1,000 貫） 石炭業（1,000 トン） 産胴業（トン）

国内生産量 輸出量 輸出率	
（％） 国内生産量 輸出量 輸出率	

（％） 国内生産量 輸出量 輸出率	
（％）

1870 N.A. 1,970 N.A.      208      56 26.9   2,110      733   34.7 

1880 3,206 4,852 151.3      882    286 32.5   4,669   1,547   33.1 

1890 6,945 5,960   85.8   2,608 1,215 46.6 18,115 19,192 105.9 

1900 7,643 5,158   67.5   7,429 3,350 45.1 25,309 20,436   80.7 

1910 8,342 5,271   63.2 15,681 2,794 17.8 49,324 35,610   72.2 
資料：杉山伸也（2012）表 15-2, 15-3
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